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報告要旨 

本稿では、輸出関数と重力モデルの推計を通じて、日本の農林水産物輸出額の決定要因

を検証した。まず、時系列データを用いた輸出関数の推計では、被説明変数が農林水産物

輸出額と食料品輸出量の両方で、所得要因（海外のGDP）は統計的に有意ではなかったが、

価格要因（実質実効為替レート指数）がマイナスで統計的に有意だった。また、パネルデ

ータを用いた PPML（ポワソン疑似最尤法）による重力モデルの推計では、海外のGDPと

訪日外国人数はプラス、輸出先の関税率はマイナスで、全てが統計的に有意だった。この

ため、最近の輸出増加の要因は、時系列では日本のデフレを含む円安であり、横断面では

海外の所得と訪日外国人数の増加と結論づけられた。 
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実質実効為替レート指数、訪日外国人、単位根検定、共和分検定、ポワソン疑似最尤法

（PPML） 
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1. 本稿の課題 

 日本の農林水産物の輸出額は新型コロナ禍でも増加を続けており、2021年には 1兆 1,574

億円となり、2006年に設定された 1兆円の目標を達成した（第 1図）。日本政府としても、

農林水産物の輸出拡大を重視しており、2020年 3月に決定された「食料・農業・農村基本

計画」では、「農林水産物・食品の輸出額を 2030年までに 5兆円」とする目標が設定され

た。また、その翌月には農林水産物・食品輸出促進法が施行され、農水省内に農林水産物・

食品輸出本部が設置された。さらに、2021年 7月には、農水省に輸出・国際局が設置され

た（作山，2021）。輸出促進政策に対しては、第 2次安倍政権が発足した 2013年度以降、

当初予算と補正予算を合わせると毎年 200億円以上の予算が充てられており、2021年度に

は 500億円を超えている（作山，2022）。農業政策において輸出促進が重視され、多額の予

算も充当されていることを踏まえると、農林水産物輸出は、社会的・政策的・学術的にも

重要な研究課題となっている。 

 

第 1図 農林水産物輸出額と食料品輸出量の推移 

 

資料：農林水産省（2022）、財務省（2022） 

 

 農林水産物輸出の重要性の高まりを受けて、それに関する先行研究も蓄積されつつあり、

ここでは本研究の独創性と新規性を示す上で、それらを簡潔に概観する。まず、日本の農

林水産物輸出に関する先行研究の大半を占めるのは、特定品目の特定産地に関する事例紹

介的な研究であり、書籍としては、石塚・神代（2013）、下渡（2018）、福田（2016）、福田

（2019）、増田ら（2021）、下渡（2022）がある。これらの定性的な研究は、産地の実態を

0

20

40

60

80

100

120

140

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1
9
7
1

1
9
7
3

1
9
7
5

1
9
7
7

1
9
7
9

1
9
8
1

1
9
8
3

1
9
8
5

1
9
8
7

1
9
8
9

1
9
9
1

1
9
9
3

1
9
9
5

1
9
9
7

1
9
9
9

2
0
0
1

2
0
0
3

2
0
0
5

2
0
0
7

2
0
0
9

2
0
1
1

2
0
1
3

2
0
1
5

2
0
1
7

2
0
1
9

2
0
2
1

(2
0
1
5
=
1
0
0
)

（
億
円
）

農産物輸出額 林産物輸出額 水産物輸出額 食料品輸出数量指数



©2022 Takumi Sakuyama 

3 

 

知る上では有益だが、統一的な分析枠組みに基づかない事実関係の叙述が中心であり、知

見の一般化が困難で外的妥当性が低いことから、学術的な貢献度が大きいとは言えない。 

 他方で、日本の農林水産物輸出に関する定量的な先行研究は、その決定要因の解明を目

的とする輸出入関数や重力モデルの推計と、その波及効果の推計を主眼とする産業連関分

析（吉本・近藤，2012；鎌田ら，2020；佐藤・近藤，2022）に大別される。本稿の関心は

前者にあり、時系列データを用いた輸出入関数に関する先行研究としては、パネルデータ

を用いて日本米の輸出関数を推計した荒幡（2015）や、米国における水産物の輸入関数を

推計した多田ら（2017）がある。ただし、分析の対象は特定の品目や輸出先に限定されて

おり、農林水産物全体の輸出額を対象とした輸出目標との関連性は乏しい。他方で、日本

の農産物輸出額を被説明変数とする重力モデルの先行研究には、島田・齋藤（2013）、渡辺

（2019）、村石ら（2020）がある。これらは、農産物全体の輸出額を対象としている点で輸

出目標との関連性はあるが、後述するように重力モデルの推計方法に難があり、訪日外国

人数のような重要な説明変数も欠落しているという問題がある。 

 本稿では、こうした先行研究のギャップを埋めるべく、時系列データを用いた輸出関数

とパネルデータを用いた重力モデルの推計を通じて、日本の農林水産物輸出額の決定要因

を検証する。本稿の構成は以下の通りである。次節では、輸出関数と重力モデルに関して、

先行研究の知見と限界を整理した上で、本稿の分析手法を説明する。第 3節では、年次と

月次の時系列データを用いて、農林水産物輸出額と食料品輸出量を被説明変数とする輸出

関数の推計結果を示す。第 4節では、パネルデータを用いて、農産物輸出額と農林水産物

輸出額を被説明変数とする重力モデルの推計結果を示す。第 5節では、本稿の結論を要約

した上で、残された課題を指摘する。 

 

2. 先行研究と本稿の分析手法 

 

 輸出額を被説明変数とする従来の定量的な研究は、二国間貿易の決定要因を説明する重

力モデルに偏重している。しかし、為替レートのように全ての輸出先に影響する要因もあ

ることから、二国間貿易を想定した重力モデルだけでは、日本の農産物輸出額の変動要因

を明らかにすることはできない。このため本稿では、輸出額（量）を説明する輸出関数の

時系列データによる推計と、二国間の輸出額を説明する重力モデルのパネルデータによる

推計の両面から、日本の農林水産物輸出額の決定要因に接近する。 
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１）輸出関数の推計 

 輸出に関する時系列分析の主流は、輸出量を被説明変数とする輸出関数の推計であり、

先行研究のレビューには、Goldstein and Khan (1985)、佐々波ら（1986a; 1986b; 1986c）、Karp 

and Perloff (2002)、Bayar (2018)等がある。このうち、Goldstein and Khan (1985)は、輸出入関

数における所得と価格の弾性値に関する理論と推計手法のレビューで、佐々波ら（1986a; 

1986b; 1986c）もこれと類似しているが、理論面により重点がおかれている。両者はやや古

いものの、輸出入関数の推計は古典的なテーマで、依然として有用である。他方で、より

最近の Bayar(2018)は、輸出関数の推計に関する先行研究を、マクロ、国、部門、企業の 4

つに分けてレビューしており、「マクロ」と「部門」は集計された輸出量を被説明変数とす

る通常の輸出関数を扱っているのに対し、「国」は重力モデル、「企業」はメリッツモデル

を対象としている。更に、Karp and Perloff (2002)は、農産物貿易の経済学的な研究のレビュ

ーで、輸出入関数の推計もカバーしている。本項ではこれらのレビュー論文に依拠して、

農林水産物の輸出関数に関する先行研究を概観し、本稿での推計方法を特定する。 

輸出関数の推計に関する計量経済学的な問題としては、時系列データの定常性がある。

輸出関数の推計に用いられる時系列データは、トレンドを持つ非定常の可能性が高く、原

系列のデータで回帰式を推計すると、高い決定係数や統計的に有意な係数といった「見せ

かけの回帰」（spurious regression）が発生する恐れがある。このため、輸出関数を推計する

際には、変数の定常性の検定（単位根検定）が不可欠であり、原系列が定常でない変数は

階差をとって推計する必要がある。他方で、輸出関数の推計に用いる原系列が定常でない

場合でも、推計式の誤差項が定常の場合には、変数間には長期的な共変関係である共和分

が成立しており、階差をとらない原系列での推計が正当化される。こうした手順の決定に

は、単位根検定や共和分検定の正確な適用が必要で、関連する先行研究としては、世界の

林産物の輸出入関数を推計した行武ら（2003）、日本の電子機器産業の輸出関数を推計した

熊倉（2011）、日本の輸入肉類の需要関数を推計した松田（2014）が挙げられる。 

 農産物の輸出関数に関する先行研究は、Goldstein and Khan (1985)やKarp and Perloff (2002)

に含まれることから、ここでは日本の農林水産物の輸出関数に関する先行研究を整理する
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1。まず、荒幡（2015）は、2005～2013年に日本の輸出実績がある 13カ国を対象に、パネ

ルデータを用いて、日本産米の輸入需要関数を最小二乗法（OLS）（13 カ国×全ての国で

輸出実績がある 6 年間）とトービットモデル（13 カ国×輸出実績がない年を含む 9 年間）

で推計した2。この際の説明変数は、輸出先の米価格、1人当たりGDP、訪日観光客の人口

比率、国ダミーである。推計結果は、米価格の係数（価格弾性値）は両方の推計方法で統

計的に有意でマイナスだったのに対し、1人当たりGDPの係数（所得弾性値）と訪日観光

客の人口比率の係数は、トービットモデルのみ統計的に有意でプラスだった。また、多田

ら（2017）は、米国を対象に、最長で 1991～2014年の年次時系列データを用いて、クロマ

グロ等の水産物の対日輸入関数を推計し、日本からの輸入価格の係数（価格弾性値）は統

計的に有意でマイナスだった3。 

 このように、日本の農林水産物を対象に輸出関数を推計した先行研究は少なく、特定の

品目を対象に被説明変数を輸出量としたものに限られている。その背景には、狭義の輸出

関数は価格と数量の関係であり、そうした経済理論と整合した回帰式を推計するデータは

個別品目でなければ得られないという事情があると考えられる。他方で、日本の輸出目標

は農林水産物全体の輸出額で設定されており、個別品目の輸出量を対象とした輸出関数の

推計は、それとの関連が薄いという問題点がある。このため本稿では、被説明変数を輸出

額とするものも輸出関数とした上で、それを輸出額とした場合と輸出量とした場合の両方

で輸出関数を推計する。Goldstein and Khan (1985: p.1056)も、輸出額を被説明変数とする先

行研究もレビューの対象とした上で、輸出額を被説明変数とする推計について、目的が輸

入額の推計や予測のみであれば明確な利点があるとする一方で、価格と数量の決定要因は

異なるため、推計された単一方程式の係数は供給と需要に関する未知の交絡要因を反映す

る恐れについても指摘している。 

 

 
1 日本産米の需要関数を推計した三宅・草苅（2012）や高橋ら（2016）のような先行研究

の対象は、日本の輸出先国の需要関数であって日本の輸出関数ではないことから、ここで

のレビューの対象外とする。 
2 荒幡（2015）は、「輸入需要関数」を推計する旨を述べているが、「輸入関数は、輸入に

対する自国の需要関数」（佐々波ら，1986a: p.18）で、輸入国毎に推計されるべきもので

あるに対して、実際には、日本米の輸出量を用いて全ての輸入国に共通の弾性値を計測し

ていることから、本来は「輸出需要関数」とすべきである。 
3 多田ら（2017）が推計したのは米国の対日輸入関数で日本の輸出関数ではないが、日本

の水産物輸出の変動要因を扱っていることから、本稿でのレビューの対象とした。 
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２）重力モデルの推計 

 横断面のデータを用いることによって、二国間の貿易額の決定要因を説明しようとする

のが重力モデル（Gravity model）である。そのレビューとしては、Bergstrand and Egger (2013)

は理論的基礎が中心で、Head and Mayer (2014)は推計方法もカバーしているのに対し、田中

（2015）は、理論的基礎と推計方法に関する最近の進展を簡潔にまとめている。本項では、

主にHead and Mayer (2014)に依拠して、理論的・計量経済学的に望ましい推計方法を整理

した上で、本稿で用いる推計方法を特定する。 

 古典的な重力モデルは、二国間の貿易額が両国の経済規模に比例し、貿易費用に反比例

するという関係を前提とした上で、経済規模の近似変数として輸出国と輸入国のGDP、貿

易費用の近似変数として二国間の距離を用いて、乗法モデルの両辺を対数変換した加法モ

デルを OLS で推計する。推計に用いるデータは、本来は国を単位とした横断面データだ

が、複数年の時系列データを加えたパネルデータが用いられることが多い。しかし、こう

した単純な重力モデルの推計方法に対しては、説明変数に関しては、価格要因が含まれて

いないという問題がある。また、被説明変数である貿易額については、①対数変換によっ

て誤差項に不均一分散が発生し、推計された係数に一致性がない（Silva and Tenreyro，2006）、

②貿易額がゼロだと対数変換できず、そうした標本を除外するとサンプルセレクションバ

イアスが発生し、1 を加えて対数変換すると弾性値として解釈できなくなる（Head and 

Mayer, 2014: p.178）、といった問題がある。 

こうした問題を回避するために、最近では次のような推計方法が主流となっている。ま

ず、説明変数の貿易費用に関しては、近似変数としての距離ではなく、価格要因を含む多

角的貿易抵抗変数を用いることとし、パネルデータを用いたOLSによる推計では、個体効

果と時点効果を制御する国ダミーと年ダミーを追加する（固定効果法）。また、被説明変数

の貿易額に関しては、対数変換に伴う誤差項の不均一分散と観測値が 0となる「ゼロ貿易」

の問題を回避するために、貿易額を対数変換せずに原系列を用いて推定するポワソン疑似

最尤法（PPML）が推奨される。以上をまとめると、標本中にゼロ貿易を含む場合には、OLS

による固定効果法は使えないことから、PPMLと固定効果法の併用が望ましい（田中，2015：

p.105）。他方で、PPMLによる推計が全ての場合に最善とは言えないことから、ゼロ貿易が

ない場合は、推計結果の頑健性を確認するために、固定効果法のOLSを含む複数の推計結

果を比較することが望ましい（Head and Mayer, 2014: pp.176-177）。 

 これを踏まえて、最初に農産物輸出額を対象に重力モデルを推計した海外の先行研究を
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要約する4。その際の括りは、①農産物全体、②品目グループ、③単一品目に大別される。

このうち、最近の事例としては、①ではアルジェリアを対象としたMatallah et al. (2021)や

南米諸国を対象とした Ayuda et al. (2022)、②では中国の食肉を対象とした Shahriar at al. 

(2019)やエチオピアの畜産物を対象とした Gebresilassie and Woldu (2020)、③ではエチオピ

アのコーヒーを対象とした Bekele and Mersha (2019)やごまを対象とした Baker and Yuya 

(2020)が挙げられる。また、推計手法では、①Matallah et al. (2021)や Baker and Yuya (2020)

のように、パネル推計にHausman検定を適用して固定効果モデルか変量効果モデルを選択

したもの、②Bekele and Mersha (2019)のように二段階の一般化モーメント法（GMM）を適

用したもの、③Ayuda et al. (2022)、Shahriar at al. (2019)、Gebresilassie and Woldu (2020)のよ

うに、PPML の推計結果を OLS 推計や Heckman の二段階推定と比較したもの、に分けら

れる。本稿で引用していない先行研究も含めると、以前は固定効果がないOLSやHausman

検定の適用例が多かったが、最近は PPMLを他の推計方法と比較した例が目につく。 

 次に、前節で紹介した日本の農産物輸出額を対象とした重力モデルの先行研究の限界を

整理する。まず、島田・齋藤（2013）は、2003～2010年に日本の農林水産物輸出実績があ

る 82カ国を対象に、両対数式の重力モデルをプールデータによりOLSと最尤法（Stochastic 

Frontier Analysis）で推計した。また、渡辺（2019）は、2011～2016年に日本の農産物輸出

額の 0.05％以上を占めたことがある 57 カ国を対象に、片対数式の重力モデルをパネルデ

ータにより PPMLで推計した。更に、村石ら（2020）は、日本の農産物輸出先 8カ国の 1990

～2018 年を対象に、対数をとらない重力モデルをパネルデータにより OLS で推計した。

これらのサンプルにゼロ貿易はないとみられることから、OLSの適用は誤りとは言えない。

しかし、島田・齋藤（2013）と渡辺（2019）には、年ダミーはあるが国ダミーがない一方

で、村石ら（2020）には年ダミーがなく、国ダミーも 8カ国のうち 2018年の輸出額上位 3

カ国のみであり、いずれも説明変数に二国間の距離が用いられているため、多角的抵抗係

数が制御されていないという問題がある。また、PPML を含む複数の推計方法を比較した

頑健性の検証も行われていない。このように、日本の農産物輸出額を対象とした先行研究

において、OLSや PPMLで固定効果法を正しく適用し比較した事例は見当たらない。 

 

 
4 島田・齋藤（2014）は対象品目が全世界の農産物の双方向貿易であり、桑波田（2019）

は日本のりんごの双方向貿易であることから、日本の輸出のみを対象とする本稿のレビュ

ーでは対象外とした。 
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3. 輸出関数の推計 

 

１）推計モデル 

 輸出関数は、供給側の変数を用いて推計する輸出供給関数と、需要側の変数を用いて推

計する輸出需要関数に大別され、一般的なのは後者である（佐々波ら，1986a：p.20）。この

ため本稿で推計するのも、価格と所得という需要側の要因で輸出量を説明する輸出需要関

数とし、その推計モデルとしては、以下の(1)式（両対数式）と(2)式（両対数階差式）が考

えられる5。 

 

ln⁡(𝐸𝑋𝑡) = 𝑎0 + 𝑎1ln⁡(𝐸𝑅𝑡) + 𝑎2ln(𝐺𝐷𝑃𝑡) + 𝑢𝑡    (1) 

 

∆ln⁡(𝐸𝑋𝑡) = 𝑎1∆ln⁡(𝐸𝑅𝑡) + 𝑎2∆ln⁡(𝐺𝐷𝑃𝑡) + 𝑢𝑡    (2) 

 

ここで、EXtは輸出量、ERtは価格要因である日本円の為替レート、GDPtは所得要因であ

る海外のGDP、utは標準的な仮定を満たす誤差項であり、添え字の tは年、lnは自然対数、

Δは差分、a0～a2は推計すべき係数をそれぞれ表す6。予想される係数の符号は、価格弾性

値(
𝜕𝐸𝑋𝑡

𝜕𝐸𝑅𝑡

𝐸𝑅𝑡

𝐸𝑋𝑡
)の a1は、為替レートに実質実効為替レート指数（後述）を用いる場合は、その

値の上昇は円高を意味するためマイナスである。他方で、所得弾性値(
𝜕𝐸𝑋𝑡

𝜕𝐺𝐷𝑃𝑡

𝐺𝐷𝑃𝑡

𝐸𝑋𝑡
)の a2はプ

ラスである。(1)式は通常の輸出関数であり、(2)式は(1)式からその 1次ラグをとった式を差

し引いたもので、これによって(2)式から定数項 a0は消えることになる。 

需要関数の推計に用いる変数は定常である必要があり、その検定手法としては ADF 検

定（augmented Dickey–Fuller test）が一般的である（山澤，2004：p.176）。具体的には、添え

字の t を年とする変数 Xtの系列に対して、「単位根を持つ」を帰無仮説とする ADF検定を

適用し、帰無仮説が棄却できなければ単位根を持ち、定常ではないと判断する。系列が単

位根を持つ場合は、階差を取ってADF検定を適用し、これを系列が定常になるまで繰り返

 
5 後述する重力モデルの推計では、輸出先からの訪日外国人数を説明変数としており、輸

出関数の推計でも全世界からの訪日外国人数を説明変数に加えることも考えられる。しか

し本稿では、①標準的な輸出関数の説明変数は価格要因と所得要因のみであること、②為

替レートが円安になると訪日外国人数が増加するといったように、両者には共変関係があ

り、同時に説明変数に入れるのは推計上不適当なこと、から、採用しなかった。 
6 前節で述べたように、本稿では追って輸出額と輸出量の両方を被説明変数として輸出関

数を推計するが、ここでは便宜的に後者を被説明変数とした例で説明する。 



©2022 Takumi Sakuyama 

9 

 

す。その上で、輸出関数の推計モデルを特定する手順は以下のとおりである（山澤，2004：

p.187）。まず、輸出関数の推計に用いる全ての変数に関して、対数をとった原系列が定常

であれば(1)式で推計する。ただし、この条件が満たされない場合でも、対数をとった全て

の変数が1階階差系列で定常になり、それらの原系列が（つまり(1)式で推計した誤差項が）

共和分の関係にあれば(1)式で推計することができる。他方で、これらの条件が満たされな

い場合（つまり、変数が定常になるために階差をとる次数が変数間で一致しない場合や、

それが一致しても変数の原系列が共和分の関係にない場合）は(2)式で推計する。 

 

２）データと出所 

 本項では、前節で特定した日本の農林水産物輸出額の決定要因を操作化し、回帰式の推

計に用いるデータを特定する。 

まず、被説明変数のデータと出所を説明する。輸出の変数を輸出目標に沿って金額とす

る場合は、農林水産省の「農林水産物輸出入概況」（農林水産省，2022）を用い、農林水産

物に加えて、農産物、林産物、水産物を被説明変数とする推計も行う。他方で、輸出の変

数を経済理論に沿って数量とする場合には、財務省の「貿易統計」（財務省，2022）におけ

る食料品の輸出数量指数（2015 年=100）を用いる。ここで、農林水産省の「農林水産物」

と財務省の「食料品」を比較すると、後者には林産物が含まれないといった違いがあり、

2020年のデータでは、前者が 9,219億円なのに対し後者は 7,901億円と 14％少ない。前述

の輸出目標は、農林水産省の定義による「農林水産物」で定められており、財務省の「食

料品」とは乖離している点に留意が必要である。また、食料品の輸出数量指数は、月次デ

ータが得られるというメリットがある反面、それが利用可能なのは 1998 年以降であるこ

とから、農林水産物のように長期の年次データを用いた推計はできない。 

 次に、説明変数のデータと出所について説明する。まず、価格要因である為替レートは、

日本銀行（2022）の「実質実効為替レート指数」（2010年＝100）を用いる。実質実効為替

レート指数は、対象となる全ての通貨と日本円との 2通貨間の為替レートについて、貿易

額等で計った相対的な重要度でウエイト付けした上で、それぞれの物価変動分を調整して

集計・算出したものである。マクロの輸出関数を推計した堀（2009）や熊倉（2011）とい
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った先行研究でも、価格要因を表す為替レートに実質実効為替レート指数を用いている7。

実質実効為替レート指数は月次データも得られるため、食料品輸出量の月次データを被説

明変数とした場合に、価格要因の係数を推計することができる。また、所得要因である海

外のGDPについては、World Bank（2022）の「日本を除く世界全体のGDP」（米ドル建て

の名目値）を用いる8。ただし、月次データは得られないため、食料品輸出量の月次データ

を被説明変数とした場合に、所得要因の係数を推計することはできない9。 

変数の基本統計量は、第 1表に示したとおりである。農林水産物輸出額を被説明変数と

する推計の対象期間は、1971年から 2020年の 50年間なのに対して、食料品輸出量を被説

明変数とする推計の対象期間は、1998年から 2020年の 23年間である。 

 

第 1表 基本統計量（対数値） 

変 数 期間 単位 平均値 最大値 最小値 標準偏差 標本数 

年

次 

農林水産物輸

出額 

1971

～
2020 

億円 8.36 9.13 7.94 0.32 50 

農産物輸出額 億円 7.63 8.79 6.74 0.47 50 

林産物輸出額 億円 5.11 5.97 4.24 0.57 50 

水産物輸出額 億円 7.55 8.02 7.01 0.26 50 

実質実効為替

レート指数 
指数 4.54 4.91 4.10 0.19 50 

海外のGDP 兆ドル 3.12 4.41 1.12 0.94 50 

年

次 

食料品輸出量 
1998

～
2020 

指数 4.34 4.74 3.91 0.24 23 

実質実効為替

レート指数 
指数 4.52 4.84 4.25 0.17 23 

海外のGDP 兆ドル 3.95 4.41 3.31 0.39 23 

月

次 

食料品輸出量 1998

～
2020 

指数 4.33 5.00 3.71 0.27 276 

実質実効為替

レート指数 
指数 4.52 4.88 4.21 0.17 276 

 

  

 
7 経済産業研究所は産業別の実質実効為替レートを公開しており（経済産業研究所，

2022）、それには Food（食料）やWood（木材）も含まれているが、これらの対象範囲は

あくまで製造業で農林水産業は含まれていないことから、本稿では使用していない。 
8 荒幡（2015）は 1人当たりGDPを用いているが、被説明変数である輸出量（額）は総

量（総額）であることから、GDPも総額を用いるのが適当と考えられる（堀，2009；熊

倉，2011）。 
9 IMF (2022)には主要国の 4半期ベースのGDPが掲載されているが、表示が各国通貨建

てで、全ての国をカバーしていないことから、これによって世界全体の 4半期ベースの価

格効果の推計はできないと判断した。同じ理由で、所得効果を含まずに価格効果のみで輸

出関数を推計した先行研究として森川（2018）がある。 
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３）単位根の検定 

 本項では、次節での回帰分析の前提として、前節で特定した回帰分析に用いる変数につ

いて、定常性に関する単位根の検定を行う。 

 ADF検定には、①定数項とトレンド項の両方を含む、②定数項のみを含む、③定数項も

トレンド項も含まない（ランダムウォーク）、の 3つのタイプがあり（山澤 2004: p. 179）、

時系列データの性質に合わせて選択する必要がある。本稿では、北岡ら（2013: p. 87）にな

らって、累積的な時系列データのため上方トレンドを持つと考えられる輸出量（額）と海

外の GDP は①を用いる一方で、交換比率を示す時系列データのため循環的に変動すると

考えられる実質実効為替レート指数については②を用いた。 

単位根検定の結果は、第 2表と第 3表に示した。まず、1971～2020年の農林水産物輸出

額の年次データを用いた第 2表では、対数をとった全ての変数の原系列で「単位根を持つ」

という帰無仮説が棄却されず定常ではなかったが、1 階の階差をとった系列では 1％水準

で定常となった。また、1998～2020年の食料品輸出量の年次データを用いた第 3表（左列）

では、食料品輸出額の対数をとった原系列は、「単位根を持つ」という帰無仮説が 10％水

準で棄却される一方で、実質実効為替レート指数と海外のGDPの対数をとった原系列は、

「単位根を持つ」という帰無仮説が棄却されず定常ではなかったが、1 階の階差をとった

系列では全ての変数が定常となった。更に、2001～2020年の食料品輸出量の月次データを

用いた第 3表（右列）では、食料品輸出額の対数をとった原系列は、「単位根を持つ」とい

う帰無仮説が 5％水準で棄却される一方で、実質実効為替レート指数の対数をとった原系

列は、「単位根を持つ」という帰無仮説が棄却されず定常ではなかったが、1階の階差をと

った系列では全ての変数が定常となった。 

 

第 2表 単位根検定の結果（1971～2020年の農林水産物輸出額） 

変 数 原系列 1階階差系列 

農林水産物輸出額 –1.29 –6.84*** 

農産物輸出額 –2.45 –8.74*** 

林産物輸出額 –0.16 –6.18*** 

水産物輸出額 –2.05 –5.98*** 

実質実効為替レート指数 –2.42 –5.70*** 

海外のGDP –2.51 –4.50*** 

註：数値は t値で、***は 1％、**は 5％、*は 10％の水準で統計的に有意なことを表す。 
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第 3表 単位根検定の結果（1998～2020年の食料品輸出量） 

変 数 
年次データ 月次データ 

原系列 1階階差系列 原系列 1階階差系列 

食料品輸出量 -3.55* -6.36*** -3.56** -6.81*** 

実質実効為替レート指数 -1.07 -3.93*** -1.51 -12.47*** 

海外のGDP -0.32 -3.57*   

註：数値は t値で、***は 1％、**は 5％、*は 10％の水準で統計的に有意なことを表す。 

 

４）共和分の検定 

共和分の検定には、最も一般的な Engle-Granger検定を用いる（山澤，2004: p. 183-185）。

これは、同じ次数の階差によって定常になることが確認された変数を用いて(1)式を推計し、

その誤差項に定数項なしの ADF 検定を適用することによって、変数間に共和分の関係に

あるか否かを検定する手法である。Engle-Granger検定による共和分検定の結果は、第 4表

と第 5表に示した。ここで○印は、共和分検定の対象とした変数のグループを表す。まず、

対数をとった 1971～2020 年の農林水産物輸出額の年次データを被説明変数とする第 4 表

では、被説明変数を林産物輸出額の対数とした場合は、「誤差項が単位根を持つ」という帰

無仮説が 1％水準で棄却されたものの、それ以外では帰無仮説は棄却されず、変数は共和

分の関係にないことが分かった。次に、対数をとった 1998～2020年の食料品輸出量の年次

データを被説明変数とする第 5表（左列）では、「誤差項が単位根を持つ」という帰無仮説

は棄却されず、変数は共和分の関係にないことが分かった。更に、対数をとった 1998～2020

年の食料品輸出量の月次データを被説明変数とする第 5表（右列）でも、「誤差項が単位根

を持つ」という帰無仮説は棄却されず、変数は共和分の関係にないことが分かった。 

 

第 4表 共和分検定の結果（1971～2020年の農林水産物輸出額） 

変 数 年次データ 

農林水産物輸出額 ○    

農産物輸出額  ○   

林産物輸出額   ○  

水産物輸出額    ○ 

実質実効為替レート指数 ○ ○ ○ ○ 

海外のGDP ○ ○ ○ ○ 

t値 -2.27 -2.90 -4.40*** -3.29 

Engle-Granger

検定統計量の

臨界値 

1％ -4.30 

5％ -3.74 

10％ -3.45 

註：数値は t値で、***は 1％、**は 5％、*は 10％の水準で統計的に有意なことを表す。 
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第 5表 共和分検定の結果（1998～2020年の食料品輸出量） 

変 数 年次データ 月次データ 

食料品輸出量 ○ ○ 

実質実効為替レート指数 ○ ○ 

海外のGDP ○  

t値 -3.19 -2.79 

Engle-Granger

検定統計量の

臨界値 

1％ -4.30 -3.90 

5％ -3.74 -3.34 

10％ -3.45 -3.05 

註：数値は t値で、***は 1％、**は 5％、*は 10％の水準で統計的に有意なことを表す。 

 

５）推計結果 

1971～2020年の農林水産物輸出額を被説明変数とした推計結果は第 6表に示した。ここ

で第 4表から、被説明変数が林産物輸出額の場合は変数が共和分の関係にあるものの、そ

れは(2)式での推計を否定するものではないことから、他の被説明変数を用いた推計結果と

の比較可能性を重視して、推計式は全て(2)式とした。なお、誤差項の系列相関については、

「系列相関は存在しない」を帰無仮説とする Breusch-Godfreyの LM 検定を実施した結果、

全ての推計式でそれが棄却されず、系列相関は存在しないことを確認した。また、誤差項

の分散については、「分散は均一である」を帰無仮説とする Breusch-Pagan-Godfrey 検定を

実施した結果、全ての推計式でそれが棄却されず、不均一分散は存在しないことを確認し

た。推計結果を見ると、全ての推計式において、実質実効為替レート指数の係数（価格弾

性値）は予想どおりにプラスで、1％水準で統計的に有意だったが、海外のGDPの係数（所

得弾性値）は統計的に有意ではなかった。 

 

第 6表 輸出関数の推計結果（1971～2020年の農林水産物輸出額） 

変 数 農林水産物 農産物 林産物 水産物 

実質実効為替レート指数 
-0.82*** 

(0.15) 

-0.85*** 

(0.24) 

-0.82*** 

(0.24) 

-0.85*** 

(0.17) 

海外のGDP 
0.24 

(0.16) 

0.33 

(0.25) 

-0.03 

(0.25) 

0.28 

(0.18) 

標本数 49 49 49 49 

自由度修正済み決定係数 0.36 0.18 0.19 0.34 

Breusch-Godfrey LM検定 [0.43] [0.26] [0.81] [0.67] 

Breusch-Pagan-Godfrey検定 [0.47] [0.80] [0.82] [0.68] 

註：丸括弧内は標準誤差、角括弧内は p値で、***は 1％、**は 5％、*は 10％の水準で統計的

に有意なことを表す。 
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 次に、1998～2020年の食料品輸出量を被説明変数とした推計結果は第 7表に示した。こ

こで、変数は共和分の関係にはないという第 4表の結果から、推計式はいずれも(2)式とし

た。このうち、年次データを用いた推計結果（左列）では、実質実効為替レート指数の係

数（価格弾性値）が予想どおりにマイナスで、5％水準で統計的に有意だったが、海外の

GDP の係数（所得弾性値）は統計的に有意ではなかった。なお、上記と同様に、Breusch-

Godfrey の LM 検定と Breusch-Pagan-Godfrey 検定を実施し、誤差項に系列相関や不均一分

散が存在しないことを確認した。他方で、海外のGDPの月次データが得られないため、説

明変数を実質実効為替レート指数のみとした推計結果（右列）では、その係数（価格弾性

値）は統計的に有意ではなかった。なお、上記と同様に、Breusch-Godfrey の LM 検定と

Breusch-Pagan-Godfrey検定を実施したところ、前者は 1％水準、後者は 5％水準で帰無仮説

が棄却されたことから、誤差項における系列相関と不均一分散の存在が示唆された。 

 

第 7表 輸出関数の推計結果（1998～2020年の食料品輸出量） 

変 数 年次データ 月次データ 

実質実効為替レート指数 
-0.78** 

(0.33) 

0.05 

(0.06) 

海外のGDP 
-0.03 

(0.51) 
 

標本数 22 271 

自由度修正済み決定係数 0.13 0.00 

Breusch-Godfrey LM検定 [0.27] [0.00]*** 

Breusch-Pagan-Godfrey検定 [0.40] [0.02]** 

註：丸括弧内は標準誤差、角括弧内は p値で、***は 1％、**は 5％、*は 10％の水準で統計的

に有意なことを表す。 

 

 本節における輸出関数の推計結果から、被説明変数が輸出額でも輸出量でも、統計的に

有意な決定要因は価格要因である実質実効為替レート指数のみだった。実質実効為替レー

ト指数の変動は、名目実効為替レート指数の変動と物価水準の変動に分かれることから、

その変動要因を解明すれば輸出額の変動要因も明らかになる。このため第 2図には、1970

年を 100とした名目と実質の為替レート指数の推移を示した。これによれば、物価変動を

加味する前の名目実効為替レート指数は上昇傾向で、長期的な円高を示しているのに対し、

物価変動を加味した実質実効為替レート指数は 2000 年頃から下落傾向で、名目実効為替

レート指数との乖離が一貫して拡大し、最近は 1970年代と同水準の円安となっている。こ
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うした名目と実質の実効為替レートの乖離は、実質実効為替レートの下落が名目為替レー

トではなく日本の物価の下落で生じていることを示している。つまり、最近の輸出額の増

加は、デフレによる日本産農林水産物の相対価格の低下に起因することを示唆している。 

 

第 2図 実効為替レート指数の推移 

 

資料：日本銀行（2022） 

 

4. 重力モデルの推計 

 

１）推計モデル 

 重力モデルの推計式は、OLSでは両対数式の（3）式であり、被説明変数を対数変換しな

い PPMLでは(4)式である。 

 

ln⁡(𝐸𝑋𝑖𝑡) = 𝑎0 + 𝑎1ln⁡(𝐺𝐷𝑃𝑖𝑡) + 𝑎2ln⁡(𝐹𝑉𝑖𝑡) + 𝑎3𝑇𝑖𝑡 + 𝐷𝑖 +𝐷𝑡 + 𝑢𝑖𝑡  (3) 

 

𝐸𝑋𝑖𝑡 = exp⁡[𝑎0 + 𝑎1ln⁡(𝐺𝐷𝑃𝑖𝑡) + 𝑎2ln⁡(𝐹𝑉𝑖𝑡) + 𝑎3𝑇𝑖𝑡 +𝐷𝑖 + 𝐷𝑡] + 𝑢𝑖𝑡  (4) 

 

ここで、EXitは日本の輸出額、GDPitは海外の GDP10、FVitは輸出先から日本への訪日外

 
10 通常の重力モデルは双方向の貿易を対象とし、説明変数のGDPには輸出側と輸入側の

両方を用いるが、本稿では日本の輸出先（輸入側）のみを対象としているため、島田・齋

藤（2013）や村石ら（2020）と同様に、輸出側である日本のGDPは含めない。 
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国人数、Tit は輸出先の農産品関税率、Di は国ダミー（個体効果）、Dt は年ダミー（時点効

果）、uitは標準的な仮定を満たす誤差項であり、添え字の iは国、tは年、a0～a3は推計すべ

き係数をそれぞれ表す。被説明変数は、OLS では対数をとった系列なのに対して、PPML

では対数をとらない水準の系列を用いる。なお、説明変数のうち農産品関税率に関しては、

①香港やシンガポールの数値が 1未満であること、②原系列がパーセント表示であること

から、他の説明変数と異なって対数変換は行わない。予想される係数の符号は、海外のGDP

と訪日外国人数がプラスなのに対して、農産品関税率はマイナスである。 

 

２）データと出所 

 本項では、前節で特定した日本の農林水産物輸出額の決定要因を操作化し、回帰式の推

計に用いるデータを特定する。 

 まず、被説明変数は日本の農産物輸出額とし、農林水産省の「農林水産物輸出入概況」

（農林水産省，2022）を用いる。この資料には、日本の農産物輸出先の上位 20カ国が掲載

されており、本稿では 2020年時点の上位 20カ国を対象とする。上位 20カ国は 2020年の

日本の農産物輸出額の 95％を占めていることから、十分なカバレッジを有している11。な

お、上位 20 カ国はほぼ安定しているものの、カンボジア（2020 年で 11 位）、ロシア（同

17 位）、アラブ首長国連邦（同 20 位）の 3 カ国は、それ以前に上位 20 位から漏れた年も

あることから、当該年の輸出額は、過去の「農林水産物輸出入概況」や農林水産省の「二

国間貿易実績」（農林水産省，2022）で補った。なお、輸出目標は農林水産物で設定されて

いるのに対して、後述する説明変数の関税率は農産品しか得られず、林水産物が含まれな

い点でずれがあるものの、補足的に農林水産物輸出額を被説明変数とする推計も行う12。 

 次に、説明変数のデータと出所は次の通りである。第 1に、海外のGDPは、世界銀行の

「World Development Indicators」（World Bank，2022）におけるドル建て名目GDPを用い、

台湾についてはAPEC (2022)から入手した。第 2に、説明変数に訪日外国人数を追加する。

その根拠は、①首相官邸（2022: p.1）が、最近の輸出額増加の背景として、「訪日外国人の

 
11 本稿の対象国数は、日本の農産物輸出を対象とした先行研究と比較すると、8カ国の村

石ら（2020）より多いものの、82カ国の島田・齋藤（2013）や 57カ国の渡辺（2019）よ

り少ないのは確かだが、輸出目標と同一の品目をカバーしたデータは他になく、輸出目標

との整合性を重視するという本稿の目的に照らして正当化されると考えられる。 
12 世界貿易機関（WTO）では林水産品は鉱工業品に分類されており、関税率が農産品と

くらべて低いことから、ここでのずれは関税率の影響を過大に評価することになる。 



©2022 Takumi Sakuyama 

17 

 

増加等を通じて日本産農林水産物・食品の魅力が海外に広まった」と述べていること、②

日本産米の輸出需要関数を推計した前述の荒幡（2015）で、輸出先の訪日観光客の人口比

率が統計的に有意だったこと、③村岡・田中（2019：p.65）も、2010年代の清酒輸出急増

の要因として訪日外国人の増加との相乗効果を指摘してこと、等が挙げられる。そのデー

タとしては、法務省の「出入国管理統計統計表」（法務省，2022）における国籍別入国外国

人の総数を用いた。なお、香港からの入国者については、中国籍と英国籍の両方がいるこ

とから、それを合わせた数値を用いる。第 3に、関税率については、世界貿易機関（WTO）

等の「World Tariff Profiles」（WTO et al.，2022）における農産品の平均実行関税率を用いた。 

 変数の基本統計量は、第 8表に示した。標本数は、横断面は、農産物輸出額の上位 20カ

国を対象とすることから 20、時系列は、訪日外国人数や農産品関税率のデータは 2006 年

以降しか得られないため 15（2006～2020 年）であり、理論的にはこれらを掛け合わせた

300 となる。しかし、カンボジアは、農産物輸出額では 2006 年、農林水産物輸出額では

2006～2010年の輸出額が得られないことから、実際には前者で 299、後者では 295となっ

た。 

 

第 8表 基本統計量（2006～2020年×20カ国のパネルデータ） 

変 数 単位 平均値 最大値 最小値 標準偏差 標本数 

農産物輸出額 千円 15.92 18.83 7.99 1.37 299 

農林水産物輸出額 千円 16.44 19.17 14.28 1.22 295 

海外のGDP 億ドル 8.98 12.27 4.29 1.54 300 

訪日外国人数 人 12.17 15.95 6.53 1.83 300 

農産品関税率 ％ 13.26 57.00 0.00 11.13 300 

註：農産品関税率以外は対数値である。 

 

３）推計結果 

 重力モデルの推計結果は第 9表に示した。推計に当たっては、頑健な標準誤差を使用し

た。まず、固定効果法OLSによる(3)式の推計結果は、第 9表の左列に示した。被説明変数

が農産物輸出額の場合は、全ての説明変数は統計的に有意ではなかった。他方で、被説明

変数が農林水産物輸出額の場合は、海外の GDP と訪日外国人数の係数が 10％水準、農産

品関税率の係数が 5％水準で、それぞれ統計的に有意で、符号条件も満たしていた。次に、

固定効果法 PPMLによる(4)式の推計結果は、第 9表の右列に示した。被説明変数が農産物

輸出額か農林水産物輸出額かにかかわらず、海外のGDPの係数が 5％水準、訪日外国人数
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と農産品関税率の係数が 1％水準で、それぞれ統計的に有意で、符号条件も満たしていた。

このように、OLSと PPMLの推計結果は必ずしも一致していないが、重力モデルの推計手

法としては PPMLの利点が広く受け入れられていることから、本稿では PPMLの推計結果

を採用する。この結果は、海外のGDPが 1％増加すると農産物輸出額は 0.37％増加し、訪

日外国人数が 1％増加すると農産物輸出額は 0.34％増加するのに対し、輸出先の農産品関

税率が 1％上昇すると農産物輸出額は 0.03％減少することを示している。以上から、2000

年代半ば以降における日本の農林水産物の二国間輸出額の増加は、海外の GDP と訪日外

国人数の増加が寄与していることが分かった。 

 

第 9表 重力モデルの推計結果 

被説明変数 
OLS PPML 

農産物 農林水産物 農産物 農林水産物 

海外のGDP 
0.48 

(0.43) 

0.37* 

(0.20) 

0.37** 

(0.16) 

0.29** 

(0.11) 

訪日外国人数 
0.45 

(0.27) 

0.21* 

(0.11) 

0.34*** 

(0.08) 

0.26*** 

(0.06) 

農産品関税率 
–0.06 

(0.04) 

-0.04** 

(0.01) 

-0.03*** 

(0.01) 

-0.04*** 

(0.01) 

定数項 
6.94 

(4.77) 

10.87 

(1.53) 
  

国ダミー（個体効果） あり あり あり あり 

年ダミー（時点効果） あり あり あり あり 

標本数 299 295 299 295 

自由度修正済み決定係数 0.34 0.19   

Log pseudo likelihood   -83423865 -72171188 

註：丸括弧内は標準誤差で、***は 1％、**は 5％、*は 10％の水準で統計的に有意なことを表

す。 

 

5. 結論 

本稿では、輸出関数と重力モデルの推計を通じて、日本の農林水産物輸出額の決定要因

を明らかにした。まず、時系列データを用いた輸出関数の推計では、被説明変数が農林水

産物輸出額と食料品輸出量の両方で、所得要因（海外のGDP）は統計的に有意ではなかっ

たが、価格要因（実質実効為替レート指数）がマイナスで統計的に有意だった。また、パ

ネルデータを用いた PPML（ポワソン疑似最尤法）による重力モデルの推計では、海外の

GDPと訪日外国人数はプラス、輸出先の関税率はマイナスで、全てが統計的に有意だった。

このため、最近の輸出増加の主因は、時系列では日本のデフレを含む円安で、横断面では
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海外のGDPと訪日外国人数の増加と結論づけられた。 

 日本の農林水産物輸出は、政府による 1兆円や 5兆円といった目標が設定され、多額の

予算も投入されている点で社会的・政策的な関心も高いことから、それを対象とした本稿

は有用性がある。また、最近は輸出額の大幅な増加に注目が集まっているにもかかわらず、

先行研究で見過ごされてきた農林水産物輸出額の決定要因を、輸出関数の推計を通じて初

めて明らかにした点で、研究課題に独創性がある。更に、その分析手法に関しても、輸出

関数では単位根検定によって定常性を確保した時系列データで推計する一方で、重力モデ

ルでは先行研究にはなかった固定効果法 PPMLによる推計を行っており、計量経済学的に

頑健な手法で信頼性の高い推計結果を得た点で新規性を有する。 

 他方で、本稿の分析にも課題が残されている。第 1に、食料品輸出量を被説明変数とす

る月次データを用いた輸出関数の推計結果は、決定係数がほぼ 0で、誤差項に系列相関や

不均一分散の存在が認められたことから、説明変数の欠落を含む推計方法に問題があると

考えられ、その問題が求められる。第 2は、その解決を前提として、輸出促進政策の因果

効果を検証することである。政策評価法（行政機関が行う政策の評価に関する法律）や

EBPM（証拠に基づく政策立案）を踏まえると、多額の予算が投入されている輸出促進政

策の効果検証の重要性は論をまたないが、政策がない場合の反事実的な状況を得にくいこ

とから、そのハードルは高い。これに応える因果推論には、横断面や時系列でのデータの

分割と比較が必要で、例えば輸出促進政策の対象品目と対象外品目の輸出額の変化に「差

の差分析」を適用するのも一案と考えられる。 

 

付記 

 本研究は JSPS科研費 22K05856の助成を受けたものである。 
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